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■経済学部 経済学科 

教育研究上の目的 

学則第１条（目的） 

本大学は、教育基本法及び学校教育法並びに本学の設立趣意書に基づき、高い教養と専門的職能教育を施し、広く国

際的視野をもって人類社会の発展に貢献しうる人材を養成することを目的とする。 

学則第２条の２（学部及び学科） 

経済学に関する専門的学芸を教授することに加え、幅広く深い教養、総合的な判断力、豊かな人間性を養うことを目

標とする。広い視野から物事を見る能力、判断力を養成し、豊かな人間性、高い倫理観の醸成を図る。そして、既存概

念やシステムにとらわれず、課題に対し果敢に取り組み、新しい価値の創造に努める意欲の涵養、養成を目指す。更に、

近年の社会動向を配慮し、国際化・情報化時代の中で対応できる人材、地域に貢献できる人材を養成する。 

学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 

経済学部では、時代が抱える問題を解決できる人材、「国際化・情報化」時代に対応できる人材、地域・社会に貢献

できる人材、新しい価値の創造に努める人材の養成を目指しています。そのために、本学部生には深い教養と専門知識

を身につけるとともに、課題発見能力、コミュニケーション能力、問題解決能力、論述・プレゼンテーション能力の修

得を求めます。 

そして履修規程に定められた科目区分毎の卒業必要単位数およびコース別の履修要件等をすべて満たした上で、厳格

な成績評価を経ることにより、共通教育科目 36単位以上、専門教育科目 74単位以上を含め、総計 124単位以上修得す

ることを学位授与の要件とします。 

教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー） 

経済学部では、教育研究上の目的として、経済学に関する専門的学芸を教授することに加え、教養、判断力、豊かな

人間性を養うことを定めており、その実現のために、以下の方針に沿ってカリキュラムを作成しています。 

（１）「経済分析」「政策・地域」「世界経済」の３コースごとに指定された専門教育科目を履修することにより、

系統的・体系的な学習を求めます。 

（２）共通教育科目は、「外国語」「数理・情報」「自然」「社会」「人文」「総合」「体育」の各分野により構成

し、大学教育への導入・適応を促し、大学における学習・研究に必要な基礎的能力、知性や豊かな人間性を養成

します。外国語については、第１外国語および第２外国語を必修とします。 

（３）専門教育科目は、「基礎科目」「学部共通科目」「経済分析」「政策・地域」「世界経済」「隣接・関連分野」

「演習系科目」「キャリアスキル」により構成されます。「基礎科目」では、経済学の基礎理論や多様な分野の

入門科目を学び、専門科目の学習・研究への導入を促します。「学部共通科目」には、経済理論や統計学、金融、

財政、公共経済、社会保障、地域経済、国際経済、経済史などの専門科目を配置し、専門的な学習・研究に必要

な基礎的能力を養成します。「経済分析」「政策・地域」「世界経済」「隣接・関連分野」には、さらに発展さ

せた専門科目を配置し、複雑化した現代の経済社会を確かな専門的知識によって理解、多様・多元的な見方や接

近法を会得し、他学部開講科目を含む関連領域も幅広く学びます。「演習系科目」では、４年間に亘り、専門分

野の学習を深化させるとともに、課題発見の能力、コミュニケーション能力、問題解決能力、論述やプレゼンテ

ーション能力を向上させるために、少人数での演習を提供します。「キャリアスキル」では、キャリアデザイン

に資する科目を配置し、課題に積極的に取り組み、自律的に学習する力を育成し、社会に貢献できる人材を養成

します。 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

経済学部では、教育研究上の目的の一つは、「経済学に関する専門的学芸を教授することに加え、幅広く深い教養、

総合的な判断力、豊かな人間性を養うことを目標とする」ことにあります。経済学部では、以下のような学生を求めま

す。 

（１）主体的に学習する意欲を持っている人。 

（２）経済・社会に関心を持っている人。解決を必要とする問題を発見し自ら解決できる経済学の専門知識と教養を修

得する意欲と実行力を持っている人。 

（３）地域社会、国内外の社会で活躍、貢献したいと思っている人。 

（４）他者への思いやりや公正さを重んじ、異なる考え方を尊重する、自立した社会人になりたいと思っている人。 

（５）柔軟な思考力、創造力を備えるとともに、コミュニケーション能力や表現能力を高めたいと思っている人。 

いずれの入試においても基礎学力（具体的には、高等学校の各教科、とりわけ、国語、数学、外国語、地理歴史、公

民、理科の基礎学力）を有することを求めますが、一般選抜以外の入試方式に関しては、学力以外の面において優れた

学生や経験を持つ学生にも門戸を開き、小論文では、論理的思考力、的確な主張、文章の表現力などを問います。留学

生については、日本語による会話・コミュニケーション能力などについても重視します。 

 


